
1955年 財団法人住宅改良公社設立（東京都知事許可）

1965年 業務地域を全国に拡大（建設大臣許可）

1970年 名称を財団法人住宅改良開発公社に変更

1988年 住宅金融公庫賃貸住宅融資の融資保証事業を開始

1995年 民間金融機関賃貸住宅融資の融資保証事業を開始

2012年 一般財団法人へ移行

2016年 不動産経営事業を開始

2018年 住まい・まち研究所を設置

一般財団法人
住宅改良開発公社の

あゆみ

公社の概要

名　称 一般財団法人住宅改良開発公社

本　社 東京都千代田区五番町14番地の１

基本財産 1億円

総資産 1兆3,230億円（2025年3月）

役職員 99名（2025年3月）

本社・首都圏本部 札幌支社 仙台支社
営業地域／東京都、神奈川県、千葉県、茨
城県、山梨県、静岡県、沖縄県

営業地域／北海道 営業地域／青森県、岩手県、宮城県、秋田
県、山形県、福島県

〒102-0076 東京都千代田区五番町14-1 
国際中正会館ビル3階

〒060-0002 札幌市中央区北二条西3-1-8 
朝日生命ビル3階

〒980-0811 仙台市青葉区一番町1-8-1
HF仙台一番町ビルディング5階

☎03-3237-7411 FAX03-3237-7418 ☎011-221-6717 FAX011-221-7200 ☎022-266-2941 FAX022-266-2926

首都圏本部 水道橋受付センター 埼玉支社 名古屋支社
営業地域／埼玉県、栃木県、群馬県、新潟
県、長野県

営業地域／岐阜県、愛知県、三重県

〒330-0802 さいたま市大宮区宮町2-55-2
第一大宮ビル2階

〒460-0008 名古屋市中区栄2-15-6 
岩田ビル6階

☎048-782-8400 FAX048-782-8395 ☎052-218-5601 FAX052-222-3113

大阪支社 広島支社 福岡支社
営業地域／滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山
県、富山県、石川県、福井県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県

営業地域／鳥取県、島根県、岡山県、広島
県、山口県

営業地域／福岡県、佐賀県、長崎県、熊本
県、大分県、宮崎県、鹿児島県

〒541-0056 大阪市中央区久太郎町2-4-
11 クラボウアネックスビル6階

〒730-0014 広島市中区上幟町7-3　
Jプロ上幟町ビル7階

〒 810-0001 福岡市中央区天神 3-10-20
KG天神ビル東 3階

☎06-6266-9950 FAX06-6266-9959 ☎082-511-1151 FAX082-511-1160 ☎092-712-4401 FAX092-712-4403

営業地域／東京都、神奈川県、千葉県、茨
城県、山梨県、静岡県、沖縄県
水道橋受付センター（事業推進第一部）
〒112-0004 東京都文京区後楽1-2-2 ココタイラビル1階

☎03-5805-2521 FAX03-5805-2528
（事業推進第二部）
〒112-0004 東京都文京区後楽1-2-9 エー・ゼットキュウブビル2階
☎03-5805-2607 FAX03-5805-2608

事業所のご案内

2025年7月発行
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不動産経営

調査研究

1

2
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融資保証
住宅金融支援機構・沖縄振興開発金融公庫融資
土地所有者の方などが住宅金融支援機構または沖縄振興開発金
融公庫から融資を受けて賃貸住宅を建設する場合などに、公社
が連帯保証人となり、保証をお引き受けします。

提携金融機関融資
土地所有者の方などが公社と協定を締結している民間金融機関
から融資を受けて賃貸住宅を建設する場合などに、公社が連帯
保証人となり、保証をお引き受けします。

◉事前相談
公社の融資保証を利用して、賃貸住宅の建設を考えられている方の建設計画や資金計画についての
ご相談を随時お受けしています。無理のない計画になるようにアドバイスを行います。

保証債務残高
（2025年3月末）

件数 12,948件
金額 1兆643億円

保証債務残高
（2025年3月末）

件数 2,363件

金額 1,538億円

1 融資保証

調査研究調査研究3 経営情報の提供など経営情報の提供など4

公社が立地条件や品質などの面から良質な賃貸住宅等を取得、または開発し、運営を行います。
※表紙は、当公社が開発した賃貸住宅。
（上からシュトラーレ本駒込（文京区）、シュトラーレ神山町（渋谷区）、シュトラーレ四番町（千代田区））

賃貸住宅に関する知見を活かして、住宅、
まちづくり、コミュニティなどをテーマとする
調査・研究を行います。その成果は、公社
の業務に活用するほか、ホームページやセミ
ナーなどを通じて、幅広く発信します。

◉あしたの賃貸プロジェクトシンポジウム
「英国のソーシャル・エンタープライズに学ぶ『ウェルビーイング
（その人なりの幸せな暮らし）』をはぐくむ賃貸住宅」
◉あしたの賃貸ライブラリー５
「ごちゃまぜコミュニティ×自分らしく暮らせる賃貸住宅」
◉「賃貸経営者に知ってほしいZ世代が求める賃貸住宅とは？」

近年の実績

建築物診断・経営診断
竣工から一定期間を経過した賃貸住宅について、劣化状況等を診断し、維持管理に関する助言を行います。
また、経営状況を分析し、助言を行います。

経営情報の提供など4
賃貸住宅の経営情報誌を発行・お届け
公社の融資保証をご利用になられた方に賃貸住宅オーナー向けの経営情報誌「HARMONY」を発行・お届けし、
健全な経営をサポートします。

※対象は、公社共同事業により建設された賃貸住宅で、竣工から一定期間を経過したものとなります。

経営中 10件（245戸）
（2025年3月末）

一般財団法人住宅改良開発公社は、
賃貸住宅の経営をサポートします。
住宅改良開発公社は、1955年の設立以来、住生活の安定と向上に
何ができるかを考え、事業を展開してまいりました。
これまで蓄積してきた専門的な知識と経験を活かし、
融資保証などを通じて賃貸住宅経営をサポートします。

公社事業のご案内

あしたの賃貸プロジェクト第5回シンポジウムの質疑応答

不動産経営不動産経営2

住宅改良
開発公社 あしたの賃貸プロジェクト

サイト

調査研究報告書一覧

住宅改良開発公社様_会社案内2025kan.indd   4-5住宅改良開発公社様_会社案内2025kan.indd   4-5 2025/07/14   9:462025/07/14   9:46


